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＊22年、主要国で大型選挙…米中間や韓国大統領選他
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 対中戦略に影響
2022年は主要国で大型選挙が相次ぐ年だ。米連邦議会中間選挙や韓国大統領選などの結
果は各国の対中戦略を左右しかねず、日本外交にも影響がある。今年を「首脳外交の1年に
する」と表明した岸田文雄首相は夏の参院選が試練になる。
⦿2022年の各国の大型選挙
・韓国『韓国大統領選3月』＝与党「共に民主党」李存明氏と保守系野党「国民の力」尹錫悦
氏の争い。・仏『仏大統領選4月』＝ﾏｸﾛﾝ大統領と複数の右派系候補。・豪州『豪州で総選挙
5月』＝ﾓﾘｿﾝの連立与党劣勢・日本『参院選7月』＝自公が過半数維持なら安定・ﾌﾞﾗｼﾞﾙ『ﾌﾞﾗ
ｼﾞﾙ大統領選』＝ﾎﾞﾙｿﾅの支持率は低迷。・米『米中間選挙』＝民主党が過半数割れすれば
ﾊﾞｲﾃﾞﾝ政権が不安定に

＊東南ｱ、回復へ輸出主導…22年成長率5.1%　ADB予測
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　利上げ遅れで通貨安も
東南ｱｼﾞｱ経済は2022年、輸出主導の回復基調が続く見通しだ。主要国の中央銀行も相次
ぎ政策金利の引き上げに踏切る可能性が高まる。ただ新たな変異型「ｵﾐｸﾛﾝ型」など新型ｺﾛ
ﾅｳｲﾙｽの感染状況次第では成長率が下揺れするほか、利上げの遅れで通貨安を招くﾘｽｸ
もある。
・ﾏﾚｰｼｱの21年11月の輸出額は1122億ﾘﾝｷﾞ（約3兆円）同期比32% 増。ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙは11月の
輸出額前年同期比で24.2%増と10年ぶりの伸び。主要国で輸出が景気回復を牽引。ｱｼﾞｱ開
発銀行（ADB)は東南ｱｼﾞｱの22年の成長率が5．1%と21年の3%から高まると予想。
・ﾏﾚｰｼｱやﾍﾞﾄﾅﾑの工場生産停止で供給網の混乱の後、ﾜｸﾁﾝ接種で新規の感染者の減少
で各国は経済活動の正常化を進めたためだ。
・20年利下げ、21年政策金利を据え置く、それが22年利上げに転じるのは、先進国で今後金
利の上昇に進むことが大きい。

＊①気候変動が迫る国際協調…温暖化、戦争に劣らぬ脅威
　　　　　　　　　　　　ｼﾞｬｰﾅﾘｽﾄ　秋田浩之（外交・安全保障を取材）
世界平和を脅かすものとして、多くの人が核兵器の拡散や大国間の対立等を挙げる、ところ
が、それらにも劣らぬ危険が迫っている。気候変動だ。人類は大戦争を避けられたとしても、
温暖化が齎す異常
気象により、平和を失いかねない。米欧の軍内部では切迫感が強い。
・2021年6月、米欧の軍事専門家が集まり、「気候と安全保障に関する世界報告書2021」を
纏めた。この中で、気候変動によって世界のあちこちで混乱が起き、30年～40年代には「壊
滅的」なﾚﾍﾞﾙに達しかねないと分析。予想されるのは次のような事態だ。

＊②予想される事態
・異常気象によって洪水や干ばつといった災害が多発する。各地で難民や移民があふれ、
国境の緊張が高まる。食糧や水資源の奪い合いが激しくなり、ﾃﾛや紛争の危険も高ま
る・・・・・・
・これを防ぐには気温の上昇を止めるしかない。「ﾊﾟﾘ協定」では、今世紀末までの世界気温
上昇を、産業革命前に比べ1．5度以下が目標だ。
　すでに異常気象によって、10年～19年、年平均2150万人が住む場所を追われた。紛争に
伴う難民や移住者の2倍以上だ。

＊韓流ｴﾝﾀﾒ、輸出急拡大…21年1．3兆円、5年で倍増
　　　　　　　　　　　　　　　　　　音楽・ﾄﾞﾗﾏ　配信で拡散
韓流ｺﾝﾃﾝﾂの躍進が止まらない。動画ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑやSNS（交流ｻｲﾄ）などｵﾝﾗｲﾝで音楽やﾄﾞﾗ
ﾏが拡散し、2021年ｺﾝﾃﾝﾂ輸出額は5年前の倍の115億㌦（約1兆3千億円）に達する見通し
だ。製造業に偏った産業の多角化に向けて政府が取り組んだ育成策の結果、韓国のｺﾝﾃﾝﾂ
産業は日本を圧倒する勢い、食品や化粧品などの輸出にも好影響をもたらす。
・輸出増の流れに拍車をかけたのが「ｲｶｹﾞｰﾑ」の韓国ﾄﾞﾗﾏ。ﾈｯﾄﾌﾘｯｸｽで配信開始から28日
間で1．42億万世帯が視聴。歴代最多視聴記録。
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＊縮むﾛｯﾃ、ECﾃｺ入れ…330億円で韓国最大の物流拠点
　　　　　　　　　　　　　　　　流通復活へ配送効率化
韓国流通大手ﾛｯﾃがﾈｯﾄ通販（EC）のﾃｺ入れを急ぐ。国内最大の物流拠点を1月中に稼働し
て商品の到着時間を1月中に稼働して商品の到着時間を半日短縮する。ﾈｯﾄ通販大手のｸｰ
ﾊﾟﾝやﾈｲﾊﾞｰに実店舗から消費者を奪われており、自前物流網を再構築して対抗する。ﾛｯﾃ
Ｇの二本柱の一つである化学事業も伸び悩んでおり、流通事業の「復活」が成長を左右す
る。

＊ﾌｧｰｳｪｲ3割減収…前期、ｽﾏﾎ出荷落ち込み
ﾌｧｰｳｪｲは2021年12月期の売上高が前期比29%減の6340億元（約11兆5千億円）程度になる
見込みだ。通年で減収となるのは直近10年間で初めて。米政府の規制の影響で、ｽﾏﾎの出
荷の落ち込みが響いた。
・郭平会長は「我々は多くの食糧（収入）を生産し、困難な時期を過ごす自信がある」とした。

＊中国3人っ子政策多難…地方財政逼迫、現金給付の動き鈍く
                                      「党幹部は出産義務」論調も
全ての夫婦に3人目の出産を認めた中国で、子育て支援策を打ち出している。具体策で目
立つのは産休や育休の拡充で、子育て手当など家計への直接給付は少ない。地方財政が
住宅開発の停滞に伴う不動産収入の減少などで一段と逼迫し、少子化対策の足かせとなっ
ている。
・出生数は歯止めがかかっていない。2020年前年比18%減、21年も減り続け、建国以来最小
だった。1161年を下回るとの予測。

＊③環境団体「気候行動ﾈｯﾄﾜｰｸ南ｱｼﾞｱ」によると、
・干ばつや土地の水没で、50年までに南ｱｼﾞｱの3400万～6300万人が移住を強いられかね
ない。同年までにﾒｺﾝ川の水量が16～24%減り、約6千万人に影響が及ぶとの分析がある。
・米ｼﾝｸﾀﾝｸによると米国は17～19年、44件異常気象に襲われ、4600億㌦（約50兆円）の被
害。全てではないが、大きな影響を及ぼしている。
⦿異常気象は国家間の対立を深める
・異常気象は災害を増やすだけでなく、国家間の対立を強め、紛争やﾃﾛを広げる毒素にもな
る。典型と言えるのが、北極圏だ。氷が解け、航路や軍事拠点にも使えるようになり、大国
の争いが熱を帯びている。
・米国家情報長官室は報告書で気候変動に乗じ、中国が各地で影響力を広げかねないとの
警戒感を示した。

＊④気候変動が安全保障にもたらすﾘｽｸ（ｴﾈはｴﾈﾙｷﾞｰ）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　リスクの度合い
　　　ﾘｽｸ　　　　　　　具体的な内容　　　　　　　　　　21年　　30　　　40
　地政学的　❶途上国、資金・技術支援要求　　　　中　　　高　　　高
　緊張　　　　❷産油国、ｸﾘｰﾝｴﾈ移行抵抗　　　　　 低　　　中　　　高
　　　　　　　　❸重要鉱物、ｴﾈ技術で中国と競合　　低　　　中　　　高
　地政学的　❶北極圏で競争が不信高め紛争　　　無　　　低　　　中
　火種悪化　❷水資源で国境の緊張や紛争　　　　 低　　　中　　　高
　　　　　　　　❸気候変動が招く移民の増加　　　　　中　　　高　　　高
　国家の　　 ❶ｴﾈﾙｷﾞｰと食糧の不足　　　　　　　　  低　　　中　　 高
　不安定化　❷内政の混乱や内戦　　　　　　　　　　 低　　　低　　　中
　　　　　　　　❸援助や災害支援のﾆｰｽﾞ増大　　　　中　　　高　　　高
⦿どうすればよいのか＝気候変動がもたらす危機への連携を深めることが先決だ。共同で
取り組まなければ、気候変動という「人類共通の天敵」にはかなわない。

＊ﾃｽﾗ、販売台数87%増…21年93万台　半導体不足でも
米ﾃｽﾗが2日発表した2021年のEVの年間販売台数は20年比87%増の93．6万台と過去最高
を更新した。世界的な半導体不足でﾗｲﾊﾞﾙが減産や操業の一時停止を余儀なくされるなか、
ﾃｽﾗは代替品への置き換えなどによって高い水準の稼働率を維持。販売目標を大きく上
回った。
・車種別では「ﾓﾃﾞﾙ３」と小型SUV「ﾓﾃﾞﾙY」が合わせて2．1倍の91．1万台となり、。全体の
97%を占めた。
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＊中国ｻｯｶｰ　ﾊﾞﾌﾞﾙ崩壊…親会社不振、7割で選手の給与滞り
　　　　　　　　　　　　　　　　　 不動産偏重　脱却に課題
中国のｻｯｶｰﾋﾞｼﾞﾈｽが迷走している。親会社の経営不振で、ﾄｯﾌﾟﾘｰｸﾞに所属する約7割のｸﾗ
ﾌﾞで選手の給与支払いに問題が発生している。ﾄﾗﾌﾞﾙのあるｸﾗﾌﾞの親会社の多くが、経営再
建中の中国恒大集団など不動産企業だ。2010年代、豊富な資金力で海外の有力選手を獲
得し、隆盛を誇った中国のﾌﾟﾛｻｯｶｰﾘｰｸﾞのﾊﾞﾌﾞﾙがはじけた格好だ。
・04年にｽﾀｰﾄした中国超級の全16ｸﾗﾌﾞのうち、少なくとも10ｸﾗﾌﾞが不動産関連企業が親会
社だ。

＊低温ｺﾝﾃﾅ参入…ﾀﾞｲｷﾝ　空調技術でCO₂抑制
ﾀﾞｲｷﾝ工業が空調の技術を使った陸運用の低温ｺﾝﾃﾅｰに参入する。低温ｺﾝﾃﾅは空調と同
じくｺﾝﾌﾟﾚｯｻｰを動かして温度を下げる。同社はﾓｰﾀｰ回転数を細かく制御して電力消費を抑
える「ｲﾝﾊﾞｰﾀｰ」を搭載し、一般的な従来製品より燃費を2割改善。CO₂の排出量も2割以上
減らせるという。まず欧州で発売する。
・ﾀﾞｲｷﾝはﾋﾞﾙ用空調の部品を転用してｺｽﾄを抑え、従来製品より1割程度高い価格にとどめ
た。一度点検から点検まで3千時間と従来の2倍に伸ばせる。冷凍・冷蔵輸送市場は25年に
5割伸びるとみる。

＊CCC、ｱｼﾞｱで複合書店…TSUTAYA55店、双日と（国内苦戦）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　ﾏﾚｰｼｱ　顧客ﾃﾞｰﾀ活用
「TSUTAYA」ﾌﾞﾗﾝﾄﾞの書店やDVDﾚﾝﾀﾙ店を展開するｶﾙﾁｭｱ・ｺﾝﾋﾞﾆｴﾝｽ・ｸﾗﾌﾞ（CCC）がｱｼﾞｱ
市場に活路をも求める。国内は動画配信などﾈｯﾄｻｰﾋﾞｽの台頭に加え、共通ﾎﾟｲﾝﾄ「Tﾎﾟｲﾝﾄ」
は競争激化で事業基盤が揺らぐ。ｶﾌｪなどを併設する複合型書店の出店を通じ、顧客の購
買行動ﾃﾞｰﾀを活用するﾋﾞｼﾞﾈｽをｱｼﾞｱで構築。停滞する書店ﾋﾞｼﾞﾈｽの打開を図る。
・3千点構想＝日本目標1500店（現在1100）、中国1100（5)、ｱｼﾞｱ400（6）

＊EV800兆円市場を争奪…異業種参入、ｿﾆｰが事業化へ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　大手・新興と三つ巴
成長が見込まれるEV市場に異業種が参入を目指す動きが活発になる。ｿﾆ-ｸﾞﾙｰﾌﾟが4日、
発売を含む事業化の本格検討を始めると表明。米国や中国でもIT企業による取り組みが目
立つ。今後10年で800兆円規模に拡大するとされる一大市場は争奪選の様相を呈するが、
曲折を予想。
⦿ＥＶに異業種からの参入が相次ぐ
『車体開発』＝「ｿﾆｰG」（22年春、新会社）、「ｱｯﾌﾟﾙ」（車ﾒｰｶｰと提携か）「鴻海」（台、21年に
試作車披露）、「百度」(中、浙江吉利とEV会社設立）
『部品』＝「ﾌｧｰｳｪｲ」（中、OSや基幹部品、販売）、日本電産（ﾓｰﾀｰで）

＊ﾀﾞｲｷﾝ・空気清浄機　業務用に活路…3年で6割増収ねらう
　　　　　　　　　　　　　　　短時間で除菌◆天井埋め込み型投入
ﾀﾞｲｷﾝ工業は空気清浄機事業をてこ入れする。国内で飲食店やﾎﾃﾙ等業務用の新商品を相
次ぎ発売し、米国など海外に家庭用を含めて日本の主力品を投入する。2024年3月期の事
業売上高を21年3月期に比べ6割増の400億円規模に引き上げる。
・ｳｲﾙｽや菌などをﾌﾟﾗｽﾞﾏ放電で不活性化する独自の「ｽﾄﾘｰﾑ技術」が特徴だが、国内では
ｼｬｰﾌﾟやﾊﾟﾅｿﾆｯｸが先行する。
・世界ｼｪｱ首位は鴻海、ﾀﾞｲｷﾝは空調では大手だが清浄機ｼｪｱは低い。

＊①ｿﾆｰ、難敵ｱｯﾌﾟﾙに先手…iPod・ｽﾏﾎでは苦杯「武器はIT・ｴﾝﾀﾒ」
ｿﾆｰｸﾞﾙｰﾌﾟがEVを自ら手掛ける準備を始めた。電気機器で煮え湯を飲まされ続けた米ｱｯﾌﾟ
ﾙの参戦も囁かれる中、自社ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ車の販売に向けて先手を打った。ITやｴﾝﾀ-ﾃｲﾝﾒﾝﾄの知
見を注ぎ込む「SONYｶｰ」の登場は、自動車産業の変革を促し、ＥＶを巡る大競争の幕開けと
なる。
・ｿﾆｰのEV開発は20年超の歴史がある。秘密裏に開発を続け、14年には独自の試作車も完
成していた。
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＊現代自、世界販売5%増…昨年666万台　3年ぶりﾌﾟﾗｽ
韓国の現代自ｸﾞﾙｰﾌﾟは2021年の世界販売が20年比で5%増、3年ぶり。20年はｺﾛﾅ感染で大
幅な市場縮小に見舞われた反動も大きかった。22年の販売目標は21年比で12%増の747万
台を見込む。
・主要市場の米国が好調だった。現代自の国内販売はEVが2．3倍、燃料電池車（FCV）も
47%増。海外もEVは好調。

＊中国鉱山大手、人権が影…ｺﾊﾞﾙﾄ首位へ生産2倍計画
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 低賃金労働、高まる批判
EVの電池で主要材料となるｺﾊﾞﾙﾄで、世界2位の中国企業、洛陽欒川ﾓﾘﾌﾞﾃﾞﾝ集団（ﾁｬｲﾅ・ﾓ
ﾘﾌﾞﾃﾞﾝ、CMOC）が首位の座をうかがっている。世界生産の7割を占めるｺﾝｺﾞ共和国で、生産
量を2倍に増やす投資で拡大を目指すが、CMOCを含む中国各社のｺﾊﾞﾙﾄの寡占化に米国
などの警戒が強まっている。鉱山労働者の待遇といった人権問題などが実現の壁になる可
能性がある。労働問題においてCMOC側は「複数の国際的な労働協定と現地の労働法を順
守している。争いも解決可だ」
⦿世界のｺﾊﾞﾙﾄ生産量＝❶位ｸﾞﾚﾝｺｱ（ｽｲｽ）4.2万㌧❷CMOC（中）1.8❸ｳﾞｧｰﾚ（ﾌﾞﾗｼﾞﾙ）0.5
❹ｼﾞｬｶﾐﾝ（ｺﾝｺﾞ）0.4❺ﾕｰﾗｼｱﾝ・ﾘｿｰｼｽﾞ（ﾙｸｾﾝﾌﾞﾙｸﾞ）0.3

＊高級ｺｰﾋｰ豆、上昇…中国台頭、4年で4倍も「日本は買い負け」
風味の豊かさなど品質の高さを評価された「ｽﾍﾟｼｬﾙﾃｨｺｰﾋｰ」の国際価格が上昇している。
最高級品は4年で4倍以上に急進したものもある。背景にあるのが近年ｺｰﾋｰ消費が伸びて
いる中国の存在だ。日本勢は入札で買い負ける例も出ている。
・「中国人のﾌﾞﾗﾝﾄﾞ志向はｺｰﾋｰにまでに及んでいる」と丸紅飲料部の課長は指摘する。一杯
3万円を超えるｹｰｽもある（さざｺｰﾋｰ）

＊②
⦿車の価値を移動からｴﾝﾀﾒに変える
・社内ｴﾝﾀﾒ「360度の立体音響、映像・ｹﾞｰﾑ配信」、
・安全対策（社内外に40個のｾﾝｻｰ）「ｻｲﾄﾞﾐﾗｰを電子化、暗くても見やすく、周囲の状況把
握、危険の予知」
・通信機能（5G・ｸﾗｳﾄﾞ活用）「ｽﾏﾎでﾛｯｸ解除、ｿﾌﾄｳｴｱ更新で機能拡張継続課金ｻｰﾋﾞｽへ」
・揺れ・車酔い防止「ﾉｲｽﾞｷｬﾝｾﾙ技術をｻｽﾍﾟﾝｼｮﾝに活用」

＊偽SMS攻撃が急拡大…21年は3倍に、乗っ取り型深刻
　　　　　　　　　　　　　　　　　ﾄﾞｺﾓなど対策を急ぐ
ｽﾏﾎのｼｮｰﾄﾒｯｾｰｼﾞｻｰﾋﾞｽ（SMS）を使い、通販ｻｲﾄ「ｱﾏｿﾞﾝ」などを装って偽ｻｲﾄに誘導する
「ｽﾐｯｼﾝｸ」ﾞ攻撃が拡大している。2021年の検知数は20年比3．1倍で端末を乗っ取るﾏﾙｳｴｱ
（悪意のあるﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ）を仕込む悪質な攻撃も目立つ。NTTﾄﾞｺﾓなどは対策ﾂｰﾙを導入する
ﾕｰｻﾞｰを呼びかけている。

＊ｻﾑｽﾝ成長　M&Aがｶｷﾞ…前期4割営業増益も半導体頼み
　　　　　　　　　　　　　　　　　　対中国勢　新たな柱探る
ｻﾑｽﾝ電子が事業構造変革のためのM＆Aを推進する。半導体事業の好調で製造業屈指の
高収益を維持するものの、現金11兆円を抱える同社に株式市場は資本効率工場を求めて
いるためだ。ﾊｰﾄﾞｳｴｱの「売り切りﾓﾃﾞﾙ」では中国勢との競争は避けられない。同社幹部が
「近いうちに」と話すM&Aが成長の鍵を握る。

＊ﾄﾖﾀ、中国新車販売最高…昨年、8%増の194万台
ﾄﾖﾀは2021年の中国での新車販売台数が20年比8．2%増の194．4万台と発表。9年連続で増
え、過去最高を更新した。半導体不足の影響を抑えつつ、ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ車（HV）の販売が伸び全
体を牽引。ﾎﾝﾀﾞ19．2%減と日産5．2%減と前年割れで、明暗が分かれた。
・半導体不足の影響はあるものの、EVを中心とする販売が急増。
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::＊ｲｵﾝ、東南ｱで国際物流…ｶﾝﾎﾞｼﾞｱ　輸入品保管や通関代行
ｲｵﾝはｶﾝﾎﾞｼﾞｱで国際物流事業に参入する。同国政府などと連携し、傘下の商業施設大手ｲ
ｵﾝﾓｰﾙが経済特区で専用の物流拠点を設け、2023年度に輸入品の保管や通関代行などを
始める。東南ｱｼﾞｱの他の国での展開も検討。貿易量の拡大や越境電子商取引の広がりに
応じ、新たな収益源に育てる。
・ｼｱﾇｰｸ港と隣接する経済特区の一部を自由貿易港として一体運用する構想があり、JICA
が支援してきた。ここに同国初の保税倉庫を設ける。その運用をも手掛けるつもり。

＊日本の防衛産業　土俵際…受注数半減、海外依存進む
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　選択と集中問う
日本で防衛装備品の生産から撤退する企業が相次ぐ。技術が高度になった半面、防衛省が
発注する数は20年ほどで半分に絞った。最新の戦闘機等は日本企業だけで開発が難しく、
米国依存も一段と強まる。中国や北朝鮮の脅威が増す状況で防衛産業は土俵際に立つ。
自前で残す技術の選択と集中が重要になる。
・どうすればよいのか。国内企業保護の為の単純な大量発注は非効率で本末転倒だ。最新
装備を海外から導入しつつ、米国などが一目置く技術に集中投資する戦略が基盤維持に不
可欠だ。将来の戦い方を見据えて中国の抑止に真に有効な技術の見極わめが欠かせな
い。

＊ﾒﾗﾊﾞｰｽ、広がる連携…見本市CES・米ﾏｲｸﾛｿﾌﾄ軸
　　　　　　　　　　　　　　　　  実写映像３Dに/ｿﾆｰなど独自技術
米国で開催中の世界最大のﾃｸﾉﾛｼﾞｰ見本市「CES」では、仮想空間「ﾒﾀﾊﾞｰｽ」が主要ﾃｰﾏの
一つとなった。主導権を握るため米ﾏｲｸﾛｿﾌﾄ等IT大手の間では連携が広がる。資本力や規
模で劣る日本勢は得意のｾﾝｻｰや映像技術で対抗する構えだ。
・ｿﾆｰｸﾞﾙｰﾌﾟの吉田憲一郎会長兼社長は「ﾒﾀﾊﾞｰｽの前提は人が集まることだ」と話す。同社
が強みをもつｴﾝﾀｰﾃｲﾝﾒﾝﾄの分野でﾒﾀﾊﾞｰｽ市場を開拓する。ｽﾎﾟｰﾂの判定を支援するｶﾒﾗｼ
ｽﾃﾑ「ﾎｰｸｱｲ」を活用し、実写の映像ﾃﾞｰﾀを３D映像に再現する。

＊ｻｲﾊﾞｰ防衛力を格付け…欧米企業で先行、資生堂も導入
ｻｲﾊﾞｰ攻撃への防衛力を格付けするｻｰﾋﾞｽを導入する企業が増加。欧米企業が先行し、日
本でも資生堂などがｸﾞﾙｰﾌﾟ会社のﾁｪｯｸに使い始めた。取引先の状況を検証し、「落第点」な
ら取引停止を検討する。各社でばらつきのあるｻｲﾊﾞｰ防衛力を客観的評価することが重要
になっており、信用格付けのように普及する可能性もある。

＊省直下の市で初の「破綻」…給与削減、消費下押し
中国で地方財政が加速している。東北部の黒竜江省にある旧産炭地、鶴崗市が事実上「財
政破綻」したことが明らかになった。省直下の市としては初めてとみられる。地方財政の悪化
は公共事業の足かせになるほか、公務員給与の削減を通じて個人消費の下押し要因にもな
る。
・民間企業より待遇が恵まれた公務員の所得減少は消費に影を落とす。地方財政の逼迫が
中国経済の復調の重荷になりかねない。

＊①GaN・脱炭素時代の半導体に勝機…広がる新市場、日本に強み
　　　　　　　　　　　『LEDでﾉｰﾍﾞﾙ賞受賞の天野浩教授
――「窒素ｶﾞﾘｳﾑ（GaN）」で新たな可能性が開けると聞いてますが
「半導体の素材と言えば、ｼﾘｺﾝだが、これからはｼﾘｺﾝで向いていない用途が増える。引き金
を引くのがｶｰﾎﾞﾝﾆｭｰﾄﾗﾙ（温暖化ｶﾞｽの排出ｾﾞﾛ）の動きだ。注目されるのが化合物半導体、
特に窒素とｶﾞﾘｳﾑが結合したGaNに大きな市場が出来る」
――ｼﾘｺﾝとGaNはどう違うんですか
「簡単に言えば、ｼﾘｺﾝは低い電圧、小さい電流の下で働く性質がある。ﾛｼﾞｯｸやﾒﾓﾘｰという
形でﾊﾟｿｺﾝ、ｽﾏﾎの演算処理に使う」「これから需要が広がるのは高電圧・大電流での用途
だ。EV、携帯電話基地局、ﾃﾞｰﾀｾﾝﾀｰ、再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰの蓄電・送配電ｼｽﾃﾑがそうだ。量
産には数百億～1千億円の投資が必要。
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＊②
――日本政府はTSMCに4千億円の補助金付き誘致をする（ｼﾘｺﾝ）。
「それに比べれば安い投資だ。競争力のあるEVを開発するには、GaNのﾊﾟﾜｰﾃﾞﾊﾞｲｽを使う
と差異化も容易だ。ﾃﾞﾊﾞｲｽ自体小さいのでｼｽﾃﾑ全体を小型軽量化でき、大幅なｺｽﾄﾀﾞｳﾝに
なる」
――中国も化合物系の資材に注目しているという。
「米欧も取り組んでいるがﾉｳﾊｳは数年追いつけないほど日本にある。ｼﾘｺﾝでは他国との競
争が厳しく巻き返しは難しい。GaNで先行すべき」
――EV以外でどうか
「基地局やﾃﾞｰﾀｰｾﾝﾀｰの電源装置はおそらくGaNの置き換わっていく。さらにGaNだと空調
がなくても動く。ｼﾘｺﾝで生み出した経済圏はそれを動かすのはGaNだ。5Gもﾋﾞﾖﾝﾄﾞ5GもGaN
があれば能力発揮が可だ。

＊中国国産機、苦肉の海外進出…ｲﾝﾄﾞﾈｼｱの中国系航空　運航申請
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「型式証明」なお未取得
中国固有旅客機ﾒｰｶｰ、中国商用飛機（COMAC）が航空機ﾘｰｽの中国飛機租賃集団
（CALC）と組み、海外進出を果たそうとしている。CALCが出資するｲﾝﾄﾞﾈｼｱの地域航空会社
が中国初の国産ｼﾞｪｯﾄ旅客機の運行をｲﾝﾄﾞﾈｼｱ運輸省に申請した。中国勢は資本力で難路
を乗り越える苦肉策で、海外航空会社への初めての納入につなげる。
・ｺﾝｺﾞ共和国が3機の購入を決めたが、ｺﾛﾅ禍で航空需要が急減しており、OOMACがｺﾝｺﾞに
納入したかは明らかでない。

＊延伸しない「一帯一路」鉄道…中国・ﾀｲ、すれ違う思惑
ﾗｵｽを縦断する鉄道が昨年12月3日に開通。次のﾀｲへは目論見通りに進んでいない。雲南
省昆明を起点にｲﾝﾄﾞﾈｼｱ半島を下りｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙへ至る「汎ｱｼﾞｱ鉄道だ」。17年の着工段階
で、鉄道協力は様変わりした。
・なぜか。中国が高金利、自国の建設資材や労働者を含めた「ひも付き」の工事受注、大規
模な沿線開発権など高圧的な要求を続け、ﾀｲが反発したからだ。❶既にﾀｲはﾗｵｽへの鉄道
を持つ。❷高速鉄道は今の計画で十分。むしろ、ﾉﾝｶｲへは格安航空が便利。❸対中不信の
深まりだ。ﾀｲの高官は「ﾗｵｽの高速鉄道と接続したいのは中国だ」。
・居並ぶ大国を天秤にかけ、国益を実現するﾀｲ伝統の外交巧者ぶりは新興国への「債務の
ﾜﾅ」が指摘される一帯一路の上手を行く。

＊ﾀｲ景気下振れ観測…観光再開停止、人手不足も（景況感悪化）
東南ｱｼﾞｱの主要国ﾀｲで、景気の下振れ観測が強まっている。経済回復の起爆剤として再開
した隔離免除での外国人観光客の受け入れは、新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの変異型「ｵﾐｸﾛﾝ型」の感染
拡大で一時停止した。輸出は好調だが外国人労働者が不足して生産性を大きく上げること
ができない。
・FTI（ﾀｲ工業連盟）のｽﾊﾟﾝ会長は「ﾀｲ政府は感染抑制と経済再生の両立を務めてほしい」と
述べ、行動制限の強化を望まないという。

＊ﾌｲﾘﾋﾟﾝ新興、通信に風穴…ｳﾃﾞﾝﾅ、1年弱で契約500万件
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　政権と蜜月で急成長
ﾌｲﾘﾋﾟﾝの新興財閥ｳﾃﾞﾝﾅ・ｸﾞﾙｰﾌﾟが事業領域を広げて躍進している。大手2社が寡占してい
た携帯通信事業に新規参入し、1年足らずでﾌｲﾘﾋﾟﾝの総人口の約5%にあたる約500万件の
契約を獲得した（ﾃﾞｨﾄ・ﾃﾚｺﾐｭﾆﾃｨ）。ｴﾈﾙｷﾞｰ事業では同国唯一の天然ｶﾞｽ田の検疫も取得し
た。一方、ﾄﾞｩﾃﾙﾃ大統領との関係の近さに対する批判も出ており、「政商」のｲﾒｰｼﾞ払拭も課
題となる。
・ｳﾃﾞﾝﾅ・ｸﾞﾙｰﾌﾟ＝ﾃﾞﾆｽ・ｳｨ創業者（2002年設立、本社：南部ﾀﾞﾎﾞｵ）。7千万～8千万件の契
約数を持つ、ｸﾞﾛｰﾌﾞﾃﾚｺﾑとPLDTとﾃﾞｨﾄの差はまだ大きいが、じわりとｼｪｱを奪っている。

＊鴻海、3ヵ月連続減収…昨年12月、半導体不足続く
米ｱｯﾌﾟﾙに新型ｽﾏﾎ「iPhone13」などを大量供給する鴻海精密工業の業績が低迷している。
2021年12月の売上高は前年同月比7.4%減と、3ヵ月連続で前年実績を割り込んだ。半導体
不足とｲﾝﾄﾞ工場で従業員の抗議活動（大規模食中毒）が起き、稼働停止が影響した。
・台湾の主要19社のうち、約7割・13社が増収で好調だった。鴻海が足を引っ張り、台湾の主
要19社の売上高1、53兆台湾㌦（約6、4兆円）と前年同月比で4．8%増に留まる。再開に2ヵ月
かかるかも。
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2022/1/14 経済 ＊宅配EV、開発2倍速…ﾌｫﾛﾌﾗｲ（企画・設計）、中国勢に生産委託
ｿﾆｰGが参戦を表明したEVの大戦争。国内の新規参入では新興勢の商用車が先行する。
ﾌｫﾛﾌﾗｲ（京都市）の宅配向けEVの開発期間は1年半が視野に入る。既存ﾒｰｶｰの約2倍とい
うｽﾋﾟｰﾄﾞ開発はｽﾏﾎのように企画や設計に特化し、生産を外部委託する「水平分業」のもの
づくりだ。
・新興のASF（東京・千代田）は、物流大手SGﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞ傘下の佐川急便向けに軽自動車の
EVを開発する。生産は広西汽車集団傘下の柳州五菱汽車に委託、車台は自ら開発する。
軽自動車は日本の独自規格で、海外企業は条件に合う車台を作っていないからだ。
・20年11月に始め、最初の試作車ができたのは4か月後の21年3月。「中国の企業の業務の
ｽﾋﾟｰﾄﾞは日本企業と比較できない」とASFの飯塚社長は水平分業の効率の良さを実感する。

＊中国EV、最高の291万台…昨年販売2．6倍　新車全体4年ぶり増
中国汽車工業協会は12日、2021年のEVの新車販売台数が前年比2．6倍の291万台だっ
た。過去最高を更新し、新車販売全体が4年ぶりに増加に転じる原動力となった。政府の普
及促進が奏功。
・ﾒｰｶｰに一定比率以上の新ｴﾈ車製造販売を求める制度を導入。20年末に打ち切る予定
だった販売補助金も2年間延長した。
・EVは欧米でも拡大している。

＊ﾄﾖﾀ、世界販売首位…昨年、VW抑え2年連続
独VWが12日発表した2021年の世界新車販売台数は20年比5%減の888万台だった。ﾄﾖﾀは
まだ出てないが、同年1～11月の累計ですでにVWの通年を上回っている。半導体不足への
対応の巧拙で差が開いた。
・世界はEV戦略が取りざたされるが、ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ車が拡大した。

＊②
・東南ｱｼﾞｱ各国には稼働年数の浅い火力発電所が多い。発電所の廃止にまで踏み切らなく
ても、ｱﾝﾓﾆｱを混ぜればCO₂排出量を減らせる。その先でｱﾝﾓﾆｱだけを燃料にすればｾﾞﾛの
火力発電所の実現も見えてくる。
・ｱﾝﾓﾆｱは原料の天然ｶﾞｽから製造するがその過程にCO₂を排出。このCO₂を回収し、実質ｾﾞ
ﾛにしなければｸﾞﾘｰﾝとは言い切れない。
・欧州を中心に「石炭火力の延命策」との批判、逆風の恐れあり。

＊①東南ｱ脱炭素支援　高い壁…ｱﾝﾓﾆｱ混ぜ発電、日本が推進
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「石炭の延命策」批判強く
萩生田光一経済産業相は13日、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱなど東南ｱｼﾞｱ3ヵ国の訪問を終えた。脱炭素に向
けてｱﾝﾓﾆｱや水素を活用する技術力を進める。再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰの支援を進める中国や欧
米の動きをにらみ独自色を打ち出したが、「石炭火力の延命に繋がる」との批判は根強い。
供給網を構築して日本の強みをいかせるか、前途は見通しにくい。

＊「世界経済悪化」中国で上昇…日中韓経営者ｱﾝｹｰﾄ
「日中韓経営者ｱﾝｹｰﾄ」では、2022年の世界経済見通しで中国の経営者の1割強が「悪化す
る」と回答。「ｵﾐｸﾛﾝ型」の感染が広がるなか自国の「ｾﾞﾛｺﾛﾅ」政策もあり、1年前の調査と比
べた警戒感は日本より強い。
・ｺﾝﾃﾅ不足で物流の停滞の長期化。ﾊﾞｲﾃﾞﾝ政権の発足で中国の6割弱の経営者が「改善す
る」と期待したが、人権問題などで冷え込む。こうした点が響き1年後の世界経済は「緩やか
に悪化」「急速に悪化」との回答は合わせて12、6%と、前回より10㌽強増えた。「急速に成長
する」「緩やかに成長する」は10㌽減の76、8%となる。
・韓国は「緩やかに悪化する」急速に悪化する」は合計12、8%だった。韓国・全国経済人連合
会の劉煥翊常務は、ｺﾛﾅ感染の長期化に加え「米中貿易摩擦、日中韓関係の摩擦解消は
遠のき、韓国の経営環境も相対的によくなく三重苦になっている」と指摘。
・日本は「緩やかに悪化」「急速に悪化」との回答はｾﾞﾛだった。
　



2022/1/14 経済

2022/1/15 医薬

2022/1/15 南ｱｼﾞｱ
（ｲﾝﾄﾞ含）

2022/1/17 社会

2022/1/17 社会

2022/1/18 経済

2022/1/18 経済

＊下水からｵﾐｸﾛﾝ検出…ﾀｶﾗﾊﾞｲｵと山梨大
ﾀｶﾗﾊﾞｲｵと山梨大との共同研究により、下水から新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの変異型「ｵﾐｸﾛﾝ型」を検出
した。山梨県内の下水処理場で見つかった。これにより感染状況を効率的に把握ができると
した。
・ﾀｶﾗﾊﾞｲｵは2021年9月に下水中の新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽを検出出来るPCR試薬を発売した。感染
者の糞便にはｳｲﾙｽが存在するとされている。下水を調査することで感染の流行状況を把握
できる可能性がある。

＊印乗用車販売13%減（12月）
ｲﾝﾄﾞ自動車工業会（SIAM）が14日発表した2021年12月の乗用車販売台数は20年同月比
13.3%減の21/9万台だった。半導体不足の影響などで4ヵ月連続のﾏｲﾅｽ。ｲﾝﾄﾞでもｵﾐｸﾛﾝ型
が急拡大、1月も低迷か。
・ﾏﾙﾁ･ｽｽﾞｷの販売が12.6%減、韓国・現代自も31.8%減。

＊②
⦿北京市などの感染状況と対策
　北京市＝・北京入域後72時間以内のPCR検査義務付け。・ｵﾐｸﾛﾝ型
　　感染者の居住地区を封鎖、行動履歴を公表。訪れた店舗営業停止
　天津市＝・8日にｵﾐｸﾛﾝ感染者確認。・9日約1400万人のPCR検査。
　　・ﾄﾖﾀやＶＷなどの工場が操業を休止
　西安市＝・市中感染者は昨年12月中旬以降の1ヵ月に約2千人。
　　・12月下旬に事実上の都市封鎖を開始

＊日本食、香港経由で中国へ…ｽｼﾛｰやおむすび専門店進出
日本の外食・小売企業が香港を足がかりに中国本土へと相次ぎ進出している。回転すし「ｽ
ｼﾛｰ」などに続き、おむすび専門店「華御結」も、新ﾌﾞﾗﾝﾄﾞでの本土展開を決めた。香港国家
安全維持法（国安法）の社会への影響が広がる一方、香港や本土での「日本食」に対する需
要は高まる。貿易面の優位性もあり、市場への玄関口として香港を選ぶ。
・香港で12店舗を展開するｽｼﾛｰも21年9月、広州に進出した。今後3年程度で店舗数を40以
上増やす。
・百農社国際（香港で操業した『華御結』を100店舗展開）西田董事長は「香港は中国本土よ
り自由度が高く、香港でしかできないことがある」と話す。今、進出ﾘｽｸを抑えるために、香港
を活用しようとしている。

＊中国　揺らぐ土地神話…地方政府、細る「打ち出の小づち」
　　　　　　　　　　　　　　　　　 入札不調　収入7割減も
中国の地方財政が悪化している。習近平指導部の不動産規制で、地方政府の土地収入が
落ち込んだためだ。2021年10～12月の実質経済成長率は一段と減速したが、積極的な景
気対策も撃ちにくい。「需要は崩れない」という土地神話が揺らいでいる。
・中国ﾃﾞｰﾀ研究院によると、中国の主要12都市は売却収入が一般公共予算の歳入を上回
る。「打ち出の小槌」をなくした地方財政は逼迫感が一気に高まるﾘｽｸも否定できない。
・1年遅れの支給‥地方の歳入減を受けて、公務員の手当やﾎﾞｰﾅｽの削減、遅配が広がっ
ている。

＊ﾌｧｽﾄﾘ　中国で失速（9～11月）…欧米好調、純利益は33%増
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 世界戦略、正念場に
ﾌｧｰｽﾄﾘﾃｲﾘﾝｸﾞが発表した2021年9～11月期の連結決算は純利益が前年同期比33%増の
935億円だった。存在感の薄かった欧米が検討したものの、新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ禍の在宅需要の
反動で国内は苦戦。中華圏も行動規制の影響で初の減収減益となった。日中の盛り返しに
加え欧米のさらなる成長が課題となる。
・21年8月期はﾕﾆｸﾛ事業の売上収益（1兆7727億円）の約5割を日本、約3割を台湾・香港を
含めた中華圏、その他のｱｼﾞｱ・ｵｾｱﾆｱと欧米はそれぞれ1割に留まった。

＊①北京入域後も全員検査…中国、ｵﾐｸﾛﾝ感染拡大阻止
　　　　　　　　　　　　　　　　　　 企業や市民生活に打撃
中国政府のｾﾞﾛｺﾛﾅ政策が生産や消費活動への打撃になっている。春節（旧正月）や北京冬
季五輪開幕が2月初旬に迫るなか、15日には首都北京で初めて「ｵﾐｸﾛﾝ型」の感染者が確
認された。市当局は16日、入域する全員を対象としたPCR検査の強化策を決めた。企業や
市民生活への影響は必至だ。



2022/1/18 経済

2022/1/18 社会

2022/1/19 東南ｱｼﾞｱ

2022/1/19 南ｱｼﾞｱ
（ｲﾝﾄﾞ含）

2022/1/20 経済

2022/1/20 経済

＊印、景気下振れ…感染急拡大が重荷『24万人/日、ﾋﾄ・ﾓﾉ停滞』
ｲﾝﾄﾞで新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの新規感染者が急増している。2021年末は1日あたり1万人を下回る
水準だったが、変異型「ｵﾐｸﾛﾝ型」の拡大で18日時点では同約24万人に跳ね上がった。各地
域で夜間や週末の外出禁止といった対策が広がる。いったん回復基調に乗った経済成長が
再び下振れするとの観測が浮上している。
・今回の感染拡大は「第2波」と同様、大規模な政治集会や宗教活動が引き金になったもよう
だ。参加者の多くがﾏｽｸを着用していない。

＊LG、EV電池6ヵ国増産…子会社上場で1，2兆円調達へ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　生産能力、3年で2.6倍
韓国LG化学の電池子会社で世界ｼｪｱ2位のLGｴﾈﾙｷﾞｰｿﾙｰｼｮﾝが21日に上場する。調達額
は韓国取引所史上最大の1兆円超の見通しになる。調達資金で米国など6ヵ国での工場建
設でEV用電池の増産体制整えるほか、次世代電池の開発を急ぐ。米中対立を背景に欧米
の完成車ﾒｰｶｰは中国勢からの調達を控える傾向があり、LGｴﾈの受注残は25兆円に拡大。
最大手の中国寧徳時代新能源科技（CATL）を抜き去りに係る。
・6ヵ国での同時増産に品質不安は付きまとう。強気のLGｴﾈにも懸念はある。20年、21年と
大規模ﾘｺｰﾙによって赤字を献上した品質問題。
・「CATLには欧米企業との合弁など深い関係を築くのは難しい」との指摘がある（證券ｱﾅﾘｽ
ﾄ）。

＊中国経済「ｾﾞﾛｺﾛﾅ」重荷…4．0%成長に減速（10～12月）
　　　　　　　　　　　　　　　　　 1～3月も停滞か「北京」でｵﾐｸﾛﾝ下押し
中国経済が勢いを失っている。国家統計局が17日発表した2021年10～12月のGDPの伸び
は前年同期比4.0%と7～9月の4.9%から鈍った。新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽの感染を徹底的に抑え込む
「ｾﾞﾛｺﾛﾅ」政策が経済活動の足かせとなっており、22年1～3月も景気の停滞が続きそうだ。

＊中国、将来不安で少子化…経済成長　抑制の懸念
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 出生数、昨年最小の1062万人
中国の少子化が止まらない。2021年の出生数は1062万人と1949年の建国以来の最少。21
年から3人目の出産を認めたが、将来不安や育児環境の未整備で効果が乏しかった。総人
口の減少は目前に迫り、中長期にわたり中国の経済成長を抑制しかねない。
・21年8月に西南財形大学が実施した調査では、8割の家庭が「出産意欲はない」と答えた。
親の老後面倒を夫婦2人で4人の親を支える必要がある。社会保障を充実させなければ、若
い夫婦の出産意欲を高めることは難しい。足元では所得や雇用への不安も響く。

＊中国、進む米国債離れ…深まる対立、ﾄﾞﾙ依存回避
　　　　　　　　　　　　　　　　　　金利上昇の抑止力弱く
再建市場で米金利の上昇圧力が強まってきた。高ｲﾝﾌﾚの定着を警戒する米連邦準備理事
会（FRB)が金融引き締めを急ぐとの見方から、米国債への売りが優勢になっている。米国債
には世界の投資家の買いが集まるが、主要な買い手の一角だった中国が米中関係の悪化
などを背景に購入に慎重な様子をみせ、金利上昇の抑止も薄れている。
・中国は2000年代以降、輸出で稼いだ巨額のﾄﾞﾙを外貨準備として貯め込み、その多くを米
国債で運用してきた。中国が米国債を減らしてきたのはﾄﾗﾝﾌﾟ時代の米中摩擦が激化した時
期と重なる。
・「中国は米国債の保有状況をﾒｯｾｰｼﾞとして利用している可能性あり」との見方（米大手金
融幹部）

＊ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ首都移転…24年開始目指す　名称「ﾇｻﾝﾀﾗ」
ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ国会は18日、首都をｼﾞｬｶﾙﾀから移転する案が賛成多数で可決した。法改正により
2024年に首都機能の一部の移転をはじめたい方針。
・新首都の名称を「ﾇｻﾝﾀﾗ」と明記した。ﾇｻﾝﾀﾗはｲﾝﾄﾞﾈｼｱ語で「群島」を意味し、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ自
体を示す象徴的な言葉。場所はｶﾘﾏﾝﾀﾝ島（ﾎﾞﾙﾈｵ島）東部の東ｶﾘﾏﾝﾀﾝ州の一部で、法案
は経度と緯度で規定。
・人口が集中するｼﾞｬｶﾙﾀは慢性化した交通渋滞が深刻で、地盤沈下が原因とみられる洪水
も多発している。



2022/1/20 経済

2022/1/20 経済

2022/1/20 経済

2021/1/21 東南ｱｼﾞｱ

2022/1/21 経済

＊ﾒﾀﾊﾞｰｽ覇権へ布石…ﾏｲｸﾛｿﾌﾄ巨額買収『ｹﾞｰﾑ人材取り込む』
米ﾏｲｸﾛｿﾌﾄが過去最大の買収に動いた。米ｹﾞｰﾑ大手ｱｸﾃｨﾋﾞｼﾞｮﾝ・ﾌﾞﾘｻﾞｰﾄの獲得に687億
㌦（7.8兆円）を投じる。巨大な仮想空間「ﾒﾀﾊﾞｰｽ」の普及を見据え、人気ｿﾌﾄや人材を取り込
む。他の巨大ﾃｯｸ企業もﾒﾀﾊﾞｰｽ分野に多額の資金を投じる方針で、関連ﾋﾞｼﾞﾈｽが一気に広
がる可能性が出てきた。規制当局とｱｸﾃｨﾋﾞｼﾞｮﾝ株式の承認を経て、2023年の買収成立をめ
ざす。
・100兆円市場を狙う・・「（今後生まれる）多くのﾒﾀﾊﾞｰｽを支える強力な生態系をつくる」。ｻ
ﾃｨｱ･ﾅﾃﾞﾗCEOはこう述べた。

＊ｻﾑｽﾝ、3年ぶり首位…ｲﾝﾃﾙ抜く
米調査会社ｶﾞｰﾄﾅｰが19日発表した半導体ﾒｰｶｰの2021年売上高ﾗﾝｷﾝｸﾞによると、記憶装
置のﾒﾓﾘｰが主力の韓国ｻﾑｿﾝ電子が米ｲﾝﾃﾙを抜き18年以来、3年ぶりに首位になった。2
位に陥落したｲﾝﾃﾙの増収率は0.5%にとどまり、同社の強みのｻｰﾊﾞｰ向けCPUの領域での競
争が激化。AMDなどがｼｪｱを伸ばしている。
⦿半導体企業の売上高ﾗﾝｷﾝｸﾞ（21年）
❶（順位）↑（20年比）ｻﾑｽﾝ（社名）759億㌦（売上高)《31.6%》（増収率）❷↓ｲﾝﾃﾙ731《0.5》❸
→SKﾊｲﾆｯｸｽ363《40.5》❹→ﾏｲｸﾛﾝ284《29.1》❺→ｸｱﾙｺﾑ268《52.3》❻→ﾌﾞﾛｰﾄﾞｺﾑ187
《19.0》❼↑ﾒﾃﾞｨｱﾃｯｸ174《58.8》❽↓ﾃｷｻｽ・ｲﾝｽﾂﾙﾒﾝﾂ169《24.1》❾↑ｴﾇﾋﾞﾃﾞｨｱ162《52.7》❿
↑AMD158《64.4》

＊米5G拡大で航空混乱…米国便相次ぐ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　導入延期も火種なお
米通信大手AT&Tとﾍﾞﾗｲｿﾞﾝ・ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞは19日に予定していた「5G」のｻｰﾋﾞｽ拡大に関
し、空港周辺での導入を延期した。運航への影響を懸念する航空会社で米国便の欠航が相
次ぎ混乱が広がっていた。ANAやJALは通常運航に戻す方針を明らかにしたが、新周波数
帯を巡る混乱がくすぶるなか、先行きは予断を許さない。
・問題となっているのは、「Cﾊﾞﾝﾄﾞ」と呼ばれる周波数帯域を使った5Gｻｰﾋﾞｽだ。ｶﾊﾞｰ地域の
広さと情報量のﾊﾞﾗﾝｽがよい周波数と知られる。航空会社は、航空機と地上との距離を測る
高度計が使う周波数帯とCﾊﾞﾝﾄﾞの周波数帯が干渉すると懸念する。運航上のﾘｽｸがある。

＊東南ｱ、小売りの主役交代…ﾆﾄﾘやﾄﾞﾝｷ出店　百貨店撤退
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　企画力・調達網ﾌﾙ活用
東南ｱｼﾞｱで日系の小売企業が攻勢をかけている。家具のﾆﾄﾘHDは20日、ﾏﾚｰｼｱに東南ｱｼﾞ
ｱ1号店を開店。ﾃﾞｨｽｶｳﾝﾄ店「ﾄﾞﾝ・ｷﾎｰﾃ」のﾊﾟﾝ・ﾊﾟｼﾌｲｯｸ・ｲﾝﾀﾅｼｮﾅﾙHDも出店を加速する。
ﾃﾞﾌﾚ下で磨いた商品の企画力や調達力など、他にない独自性で東南ｱｼﾞｱの消費者を掴
む。一方で百貨店は縮小が続き、主役交代が鮮明だ。
・ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ東部住宅地のﾓｰﾙ、ﾊﾟｰｸｳｪｰ・ﾊﾟﾚｰﾄﾞでは1983年開業の「伊勢丹ｶﾄﾝ店」が3月閉
鎖。三越伊勢丹ＨＤは20年3月にｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ西部の店の閉鎖に続き、ﾀｲ・ﾊﾞﾝｺｸの店を閉店。
ｸｱﾗﾙﾝﾎﾟｰﾙ郊外店を今年4月に閉める。ﾀｲでは東急百も21年撤退。高島屋が残るのみ。

＊欧州が狙う「水素覇権」…原発回帰で温暖化ｶﾞｽ実質ｾﾞﾛへ
　　　　　　　　　　　　　欧州が狙う「水素覇権」　早期量産へ大型投資
欧州が原子力発電の活用に再びｶｼﾞを切り始めた。天然ｶﾞｽ価格が上昇するなかで化石燃
料の輸入を減らし、電力の安定供給につなげるためだが、狙いはそれだけではない。原発を
使って温暖化ｶﾞｽの排出を実質ｾﾞﾛにするのに欠かせない水素の生産を拡大する。国際競
争が激化する水素の覇権を握る野心を抱く。
・1月1日、持続可能な経済活動を分類する「ﾀｸｿﾉﾐｰ」で原子力を脱炭素に貢献すると位置付
ける方針を公表したEUの欧州委員会。近く発表される全体像の原案にはこう記されている。
「水素製造を含む、電気や熱を作るために2045年までに建設許可を得た原発」がその対象
になる。
・米国や露、中国も原子力による水素生産計画に着手するなか、再ｴﾈと原発をﾌﾙ活用して
水素関連の国際ﾙｰﾙの主導で優位に立つ思い。
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::＊企業、老朽ｿﾌﾄ5割放置…世界で　ｻｲﾊﾞｰ攻撃懸念
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日本、ｳｨﾝﾄﾞｳｽﾞで3割
企業がﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ運営等の使うｻｰﾊﾞｰや基幹ﾊﾟｿｺﾝを調べたところ、ｻｲﾊﾞｰ攻撃の恐れのあ
る古いｿﾌﾄが世界の機器の5割で放置されてることが分かった。日本は米ﾏｲｸﾛｿﾌﾄの基本ｿﾌ
ﾄ「ｳｨﾝﾄﾞｳｽﾞ」搭載機器の3割で虚弱性が見つかった。ｻｰﾊﾞｰ攻撃で情報が漏洩すると企業
は4月施行の改正個人情報保護法で報告を求められる。海外で罰金を科される恐れもあり
対策が急務だ。
⦿世界の虚弱性の総数で日本は3位
　❶米国＝351万台❷ﾄﾞｲﾂ＝93❸日本＝88❹中国＝67❺仏＝57
⦿ｳｲﾝﾄﾞｳｽﾞの虚弱性放置の地域別比率で日本首位
　❶日本＝30%❷台湾＝24❸ﾛｼｱ＝9❹米国＝7　その他＝30
・「ﾊｯｶｰの攻撃では超高度な手法よりも古典的な手法が根強く使われている」と日本ﾌﾟﾙｰﾌﾎ
ｲﾟﾝﾄの増田幸美氏。

＊半導体　強まる国策依存…米政権とｲﾝﾃﾙ、2兆円工場
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　技術革新　阻む恐れも
⦿半導体を巡る競争が激しさを増す
欧州（EU）＝30年に半導体生産のEU比率を2割に「ｲﾝﾃﾙが投資表明、10年で10兆円規模
に」。韓国＝税制支援や人材育成計画。素材・装置誘致「ｻﾑｽﾝが工場増強、ASMLが投資
計画」。米国＝5、7兆円の関連投資含む法案上院通過「ｲﾝﾃﾙ、ｻﾑｽﾝ、TSMCが新工場」。
中国＝半導体自給率70%を目標に、投資や基金約10兆円「新興勢台頭、SMICなど新工
場」。日本＝先端投資6170億円、更新投資470億円「TSMCが熊本に新工場計画」
・過度な国策投資では産業のｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝの停滞が懸念。国の国産品の調達が強いられれ
ば、技術力に劣る半導体を完成品に組み込まざるを得ない事態がある。ﾊｲﾃｸ技術のﾃﾞｶｯﾌﾟ
ﾘﾝｸﾞが起きれば、国際分業で便益を得てきた消費者や市場にﾏｲﾅｽ影響を与える。

＊狙うは台湾　習氏の焦燥…「強国」の橋　対岸を伺う
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　迫る下り坂　爪隠せず
誰も見たことがない「強大国」中国が現れた。独善、そして威圧的な行動から透けるのは、自
信だけではない。急成長から一転し、衰退へと向かう新興大国が陥る「坂の上の罠（わ
な）」ー。その矛盾が各所で噴き出しつつある。急転する中国と世界を追う。
・了承なき延伸・・中国政府「全人代」は台湾本島まで延伸させる計画案を可決した。「強国
有我（強国に我あり）」。自らの国力を誇示するﾈｯﾄ用語が流行する。台湾海峡が「世界一危
険」と呼ばれるようになったのも、中国内で広がる「偉大な復興」への自信と熱狂が大きい。
27年までに、中国が武力侵攻に動くとみる。
・香港は中国の強権下にあっさり落ちた。まず造る。既成事実化する。後は押し切る。戦わ
ずに勝つ作戦が進む。次は台湾だ。

＊ﾀｲ輸出額最高…17%増31兆円　車や電気機器伸び（昨年）
ﾀｲの2021年の輸出額が前年比17、1%増の2711億㌦（約31兆円）となり過去最高となった。ﾀ
ｲ商務省が発表した。前年を上回るのは3年ぶり。主要貿易相手国の景気を受け、自動車や
電気機器が伸びた。通貨ﾊﾞｰﾂが米㌦などに対して下落したことも追い風になった。
・最大の輸出品目である「自動車・部品」は36.2%増の290億㌦で、輸出全体の1割を占めた。
「ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ・部品」も18%増。輸出先が米国で21.5%増の417億㌦で最も多く、中国が24.8%増、
日本が9.5%増。
・輸入額は前年比29.8%増の2676億㌦だった。原油高により燃料や化学品の金額が膨らん
だ。世界経済の回復とﾊﾞｰﾂ安が続くと見る。

＊②
・中国は統一を譲ることはない。むしろその執拗さは今後さらに増す可能性が高い。ﾍﾞｯｸﾘｰ
氏は第一次大戦前のﾄﾞｲﾂ帝国、戦前の日本を例に挙げ、こう警告する。「台頭する大国は歴
史上、衰退期を迎えると目標を達成しなければという焦りから攻撃的になる」。
・「中国の民主化はもう期待できない」歴史人口学者のｴﾏﾆｭｴﾙ・ﾄｯﾄﾞ氏は憂う。「世界は中国
と共通の課題で対話するか、米中対立の渦に巻き込まれるかの選択を迫られている」。国も
企業も個人も「大中国」とは無縁でいられない。危うさと背中合わせの新時代が始まった。
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＊米ロ、冷戦期以来の緊張…東欧に米軍8500人派兵準備
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　金融市場揺るがす
ﾛｼｱによるｳｸﾗｲﾅ再侵攻を警戒し、米欧ｳｸﾗｲﾅ周辺の東欧地域に派兵する準備に入った。
政治体制が異なる核保有国同士が直接対峙するのは冷戦期以来の事態だ。米ロ双方とも
衝突を望まないが、偶発的な衝突の可能性がある。緊迫度が増し、米欧が資源大国のﾛｼｱ
への制裁に踏み切れば、影響は世界経済に及ぶ。金融市場には動揺が広がる。
・天然ｶﾞｽではﾛｼｱが世界生産の17%を握り、特に欧州は消費量の3割を依存する。ﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝ
を通じた供給が減るﾘｽｸを警戒し、欧州の天然ｶﾞｽ価格は24日に前週末比19%上昇する場面
があった。
・日本のﾛｼｱ産ｶﾞｽの輸入割合は1割程度だが、大手電力の燃料調達担当者は「ﾛｼｱからの
輸入が滞れば中東産等の奪い合いになり、日本が買い負けるﾘｽｸがある」と懸念する。

＊ﾀｲ・ﾕﾆｵﾝ　植物性「魚肉」に的…ﾂﾅやｴﾋﾞ、欧米向けOEM
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　資源保護　視線厳しく
ﾂﾅ世界最大手のﾀｲ・ﾕﾆｵﾝ・ｸﾞﾙｰﾌﾟが代替ｼｰﾌｰﾄﾞの事業化に本腰を入れる。植物由来の原
料を使った代替ﾂﾅや代替ｴﾋﾞのOEM（相手先ﾌﾞﾗﾝﾄﾞによる生産）を欧米向けに受託。自社ﾌﾞﾗ
ﾝﾄﾞの展開も始めた。世界的に水産資源保護の機運が高まる中、投資家らが求めるESG（環
境・社会・企業統治）への対応が迫られている。
⦿ESGの意識が高い欧米での売上げが7割超を占める
　　米国43%、欧州29%、ﾀｲ10%、日本5%、その他13%

＊越ﾋﾞﾝﾌｧｰｽﾄ、EV特化…「ﾃｽﾗの半額」欧米参入「電池ﾘｰｽで安く」
ﾍﾞﾄﾅﾑの複合企業最大手、ﾋﾞﾝｸﾞﾙｰﾌﾟが欧米市場でEVの受注を開始。欧州企業の支援を受
けて性能やﾃﾞｻﾞｲﾝ性を高める一方、高価な電池をﾘｰｽ方式とすることにより、米ﾃｽﾗの半額
程度で同じ車格の製品を売る。EV化に伴い、世界の自動車業界の構造転換が加速する可
能性がある。ﾋﾞﾝｸﾞﾙｰﾌﾟの成否は先行きを占う試金石となる。
・VF９（ﾋﾞﾝﾌｧｰｽﾄ）5万6千㌦　　ﾓﾃﾞﾙX（ﾃｽﾗ）10万4990㌦

＊AI医師、「代理診療」を実現…NASA発新興、再入院率を半減
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 高精度の健康管理　効果
最先端のITを駆使し、身体能力や五感を極める「人間拡張」技術が広がってきた。米航空宇
宙局（NASA）発ｽﾀｰﾄｱｯﾌﾟなどがAI医師による高度な健康管理で実績を上げる。国内勢は、
ｺﾏﾂなどは経験が浅い人が熟練者のように作業できる建設機械の開発などを急ぐ。SF中の
技術が、現実社会で開発競争を巻き起こしている。
⦿人間の能力を拡張する手法が多彩になり、技術開発が相次ぐ。
ｱｼﾞｪﾝﾀﾞ（米）＝患者を遠隔からｹｱする医師の「代理人」で再入院低減
ﾛｰｶﾞﾝ・ﾋﾞｼﾞｮﾝ＝ARｸﾞﾗｽで消防士の視力拡張、火災現場で識別容易に
ｼﾝｸﾛﾝ＝脳で機械を捜査するﾃﾞﾊﾞｲｽで、ALS患者らの意思疎通可能に

＊「ｽｰﾁ氏政党　解党せず」…ﾐｬﾝﾏｰ国軍高官が表明
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　民生復帰演出の思惑
2021年2月の政変で全権を掌握したﾐｬﾝﾏｰ国軍が、民主化指導者ｱｳﾝｻﾝｽｰﾁｰ氏率いる国
民民主連盟（ＮＬＤ）への解党処分を当面見送る方針であることが分かった（中国からのｱﾄﾞ
ﾊﾞｲｽ）。国軍報道官が日経新聞に明らかにした。国軍は政変後、ｽｰﾁｰ氏らNLDの幹部の大
半を拘束しており、解党に踏み切る姿勢を示してきた。20年11月の総選挙で大勝したNLDに
今後の選挙への傘下を認めることで、民政復帰への積極的姿勢を内外にｱﾋﾟｰﾙする狙いと
みられる。
・総選挙を実施することで民政復帰を演出し、米国など国際社会の制裁圧力を和らげる思惑
が透ける。ｽｰﾁｰ氏個人を徹底的に排除する方針だ。
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＊光回線、6G向けに進化…NEC、容量4倍の次世代品
　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｸﾞｰｸﾞﾙなどに供給狙う
ＮＥＣやＮＴＴが伝送容量が4倍の光ﾌｧｲﾊﾞｰの開発を進めている。次世代通信規格「6Ｇ」や
「つながる車」などの実用化で、今後も世界の通信量は急拡大すると見込まれる。次世代ﾌｧ
ｲﾊﾞｰの開発は日本勢が先行。新たな通信ｻｰﾋﾞｽを支える黒子の役割を期待される中、米
ｸﾞｰｸﾞﾙなど巨大ﾃｯｸ企業からも引き合いが増えている。
⦿次世代光回線の開発が国内外進む
　・ＫＤＤＩ総研＝7200㌔の光信号伝送成功。・情報通研＝1本に38本の
　通り道、容量500培。・YOFC（中）＝1本に7つの通り道のﾌｧｲﾊﾞｰ提供
　・ｺｰﾆﾝｸﾞ（米）＝ﾏﾙﾁﾓｰﾄﾞという方式で特許を多く保有

＊6G無人化で国際標準…日米連携　企業連合で中国に対抗
政府は2030年ごろの普及が見込まれる次世代通信規格「6G」を使った無人化技術について
米国と連携して国際標準化に乗り出す。22年度に企業連携をつくり、自動運転や無人工場
のﾛﾎﾞｯﾄ同士の連携をﾘｱﾙﾀｲﾑで遠隔から管理する技術の実用化をめざす。米国企業と技
術開発や海外展開で連携し、中国勢の寡占を防ぐ。
・25年までに「原子時計」と呼ぶ特殊な半導体の技術を実用化する構想だ。原子時計（ﾓﾉの
位置や時刻を遠隔から把握）はｾﾝｻｰのような働きをし、ﾘｱﾙﾀｲﾑで高精度に遠隔操作する
のに不可欠な技術とされる。

＊ﾈｲﾊﾞｰ、40歳CEOに託す…崔氏起用、「世界で稼ぐ」へ転換
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ﾈｯﾄ通販、日本でも
韓国のｲﾝﾀｰﾈｯﾄ大手ﾈｲﾊﾞｰ（25年間で4300人抱える企業）が若きCEOに成長を託す。3月の
定期株主総会後に海外事業担当の女性弁護士、崔秀妍（ﾁｮ･ｽﾖﾝ、40)氏がﾄｯﾌﾟに就く。日本
でのﾈｯﾄ通販事業を皮切りに、世界で稼ぐ事業ﾓﾃﾞﾙへの転換を急ぐ。事業開始から25年を
迎え、経営陣の世代交代でｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ企業への脱皮を目指す。
・ｽﾑｰｽﾞな世代交代が映るが社内事情もある。40代のｴﾝｼﾞﾆｱが自殺し、「社内でのﾊﾟﾜﾊﾗ、
いじめがあった」と判断。創業者の李氏は「若くて新しいﾘｰﾀﾞによる、経営の刷新が本質的な
解決策だ」と強調。

＊東南ｱ、新車販売14%増…昨年　ｺﾛ前比では2割減
東南ｱｼﾞｱ主要6ヵ国の2021年の新車販売統計が出揃い、合計の販売台数は20年比14%増
の279万台だった。3年ぶりに前年実績を上回った。感染が広がる前の19年比では2割減。ﾀ
ｲ全体は年央にｺﾛﾅ対策の行動範囲の強化や、半導体不足で生産が滞った影響で低迷、4%
減。
・ﾄﾖﾀの山下ﾀｲ法人社長「車産業は正常化に向かう、回復は23年以降」

＊ｱｯﾌﾟﾙ、半導体確保で優位…10～12月　最高益、購買力が武器
米ｱｯﾌﾟﾙが半導体などの供給制約問題の峠を超えた。27日に発表した2021年10～12月期
決算はｽﾏﾎ「iPone」の販売を伸ばし、売上高と純利益はともに過去最高となった。産業界全
体の半導体不足は少なくとも22年後半まで続く見通しだが、ｱｯﾌﾟﾙは高い購買力を強みにｻ
ﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝの混乱からいち早く抜け出しつつある。
・21年10～12月期決算は売上高前年同期比11%増の1239.4億万㌦、純利益は20%増の346.3
億万㌦

＊SK、利益率ｻﾑｽﾝ超え…買収・出資で規模拡大
　　　　　　　　　　　　　　　　　 ｲﾝﾃﾙ部門取得　NAND型2位に
韓国SKﾊｲﾆｯｸｽが半導体ﾒﾓﾘｰの再編を主導している。米ｲﾝﾃﾙの部門買収により、ﾃﾞｰﾀの
長期保存に使うNANDﾌﾗｯｼｭﾒﾓﾘｰで5位から2位に浮上。足元の営業利益率は首位の韓国ｻ
ﾑｽﾝ電子を上回っており、SKは半導体参入から10年で強固な足場を固めつつある。

＊軍・経済、中露が浸食…潜水艦譲渡/銀行で元決済可能に
　　　　　　　　　　　　　　　　　米、制裁強化も手詰まり
ﾐｬﾝﾏｰ国軍が政変で実験を掌握してから2月1日で丸1年。米国や欧州は国軍が拘束した民
主化指導者ｱｳﾝｻﾝｽｰﾁｰ氏の解放に向け圧力をかける一方、米欧と対立する中国やﾛｼｱは
国軍への関与を強め、影響力の確保を狙う。一時は民主化の成功例とされたﾐｬﾝﾏｰは、西
側と対抗する中ﾛの強権体制の陣営に組み込まれつつある。
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＊①「27年までに台湾武力統一」…ﾀｶ派　中国人民大の金燦栄教授
　　　　　　　　　　　中国、米上回る軍事力『米軍介入の有無　焦点に』
金氏は習指導部の外交政策に助言する学者。日経新聞の取材に応答。
・習指導部は台湾統一を目標に掲げるが、時期は示していない。金氏は「22年秋の共産党
大会が終われば、武力統一のｼﾅﾘｵが現実味を増す。解放軍の健軍から100年となる27年ま
でに武力統一に動く」。
・日本では「台湾有事は日本有事」との声がある。金氏は「台湾有事に日本は絶対に介入す
べきでない。この問題で米国は既に中国に勝つことはできない。日本が介入するなら中国は
日本を叩かざるを得ない。新しい変化が起きていることに気づくべきだ」と語る。

＊②
・24年の台湾総裁選で再び独立志向の候補者が当選した場合、習氏の和平統一に向けたｼ
ﾅﾘｵは絶望的になる。中国が武力行使に踏み切れば、当然、米軍との対決が待っている。
台湾を占領しても、その後の統治は難航が必至だ。失敗すれば共産党政権の存続にかか
わる。
・もともと台湾統一に向けた布石だった「一国二制度」も、香港の政治的自由を完全に奪って
しまった現在、額面通りうけとる台湾人はほぼいないだろう。習指導部は24年の総統選に望
みを託すしかない。


